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（土地収用法 71・72・82～86 条、都市計画法 52
条の 5・60 条の 3・74 条、自然公園法 35 条 1 項、
自然環境保全法 33 条 1 項、森林法 35 条、文化財
保護法 80 条 5 項、景観法 24 条、都市公園法 28
条等）が、実際には用いられないもの10）もあり、






























































従つて、前記関税法 118 条 1 項によつて第三者の

































































































































































→ 63 条）につき憲法 29 条に反するとして争われ










































































































































































































































































































6） 薬事法薬局距離制限事件判決（最大判 S50・4・30 民
















7） 最一小判 S50・3・13（判時 771・37）は「公共のた
めにする財産権の制限が社会生活上一般に受忍すべき
ものとされる限度をこえ、特定の人に対し特別の財産
上の犠牲を強いるものである場合には、憲法 29 条 3
項によりこれに対し補償することを要」するとした。
8） 逐条解説建築基準法編集委員会編「逐条解説 建築基
































12） 憲法 22 条の居住移転の自由が問題になるが、経済的
自由の一であり、財産権と同様の議論が適用される。







14） その他、第三者への追徴処分に関して憲法 31 条違反

































































2012 年 3 月号 46 頁
27） 各自治体間、士業、企業、非営利団体等との災害応援・
協力協定等や国からの支援で対応する動きは著しい。
28） 現実には、工事業者の確保が困難であり、平成 26 年

































年 12 月 7 日）、「今後の復興法制についての覚書」（窪
発表）で指摘している）。
34） 竹山清明「震災復興都市計画のあり方と現実」法時
69 巻 12 号 26 頁。









権設定裁決ができる（森林法 10 条の 11 の 6。詳しく
は〔法令解説〕「森林・林業の再生と森林法の一部改正」




37） 衆 議 院 HP 議 案 情 報（http://www.shugiin.go.jp/
index.nsf/html/index_gian.htm）参照（平成 26 年 3
月 14 日）
38） 認知症高齢者が 280 万人（サポートがあれば生活
ができる日常生活自立支援度Ⅱ以上、平成 22 年
度：厚生労働省「認知症高齢者数について」（平
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